
単位：円

款06 項01 目02

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業総務費

事

業

内

容

成

果

農畜産物放射能被害対策費（堆肥処理対策事業）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,224,9890001,224,9891,612,000

舎飼い家畜ふん尿受入量　
　　　　　　　　 1,800ｔ

　東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴い、遠野市内の公共牧場が放射
能汚染され、家畜を放牧できないことから舎飼になり、家畜排せつ物が増加
することから、堆肥センターで受け入れし、その処理を行う。
　また、堆肥散布のための車両等作業機器の維持管理を行う。 計

画

値

実

績

値

　増加した家畜排せつ物を堆肥センターで受け入れし、その処理を行った。
　また、堆肥散布のための車両等作業機器の維持管理を行った。

舎飼い家畜ふん尿受入量　
　　　　　　　　　 200ｔ

単位：円

款06 項01 目02

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業総務費

事

業

内

容

成

果

農畜産物放射能被害対策費（農林業系副産物運搬処理事業）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

00079,116,40379,116,403125,218,000

牧草の刈り払い・除草剤散
布　　　　　　　 1,100ha

　放射性物質の汚染により利用できなくなった牧草の処分を進めるため、集
中保管等に要する経費を助成する。
　また、除染を円滑に行うために必要な除染前の前植生の刈払い等に要する
経費を助成する。
　なお、補助率は岩手県の10/10補助である。

計

画

値

実

績

値

　本事業は、除染工事の前処理作業であったことから、事業実施主体の早期
事業着手により岩手県牧草地再生対策事業(除染事業)の 終年度で除染対象
面積の全ての耕起を完了することができた。
　また、現在、市内３カ所で保管されている平成23年産利用自粛牧草の長期
保管を見据えた検討を実施し、次年度の事業実施の検討を行った。

刈り払い　　　　203.68ha

除草剤散布　　1,178.67ha

81農林水産業費 --



単位：円

款06 項01 目02

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業総務費

事

業

内

容

成

果

農畜産物放射能被害対策費（原木栽培しいたけ被害対策事業）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

918,0000018,746,89919,664,89924,518,000

汚染しいたけホダ木処理
　　　　　　　 136,031本

ホダ木チップ運搬
　　　　　　　 261,502本

一時保管場所の森林伐採
　　　　　　　　　  １ha

　東京電力(株)福島第一原子力発電所事故由来の放射性物質の影響により流
通規制となった原木栽培しいたけの流通規制解除に向けた、汚染ホダ木処理
及びホダ場除染を実施する。

　ホダ木処理：指標値50Bq/kgを超えたホダ木
　ホダ場除染：生産を継続する生産者のホダ場

計

画

値

実

績

値

　基準値を超えるしいたけのホダ木を収集し、チップ化し、生産者の不安要
因を取り除いた。処理済のホダ木については、宮守町の砥森第３市有林内へ
一時保管場所を移動した。
　ホダ場除染作業については、計画調整に不測の日数を要したため、平成27
年度に繰り越して実施する。

汚染しいたけホダ木処理　
　　　　　　　 128,060本

ホダ木チップ運搬
　　　　　　　 253,531本

一時保管場所の森林伐採
　　　　　　　　　0.45ha

単位：円

款06 項01 目02

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業総務費

事

業

内

容

成

果

農畜産物放射能被害対策費（遠野型牧草地再生対策事業）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2,937,6080002,937,6084,318,000

物件数　　　　　　　30台　㈱東京電力福島第一原子力発電所放射能漏れ事故の影響により、牧草地の
除染作業が必要となった土地の除染作業を円滑に進める。
　国及び岩手県の事業スキームに乗らない部分を遠野市として独自で補助す
る。 計

画

値

実

績

値

　利用自粛要請がなされている市営牧野を中心とした牧草地の耕起作業が完
了し、供用再開の目処がついた。
　なお、平成28年度から全市営牧野の供用再開を目指している。

修繕件数　　　　　　38件

82農林水産業費 --



単位：円

款06 項01 目02

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業総務費

事

業

内

容

成

果

農畜産物放射能被害対策費（いわて型牧草地再生対策事業）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

3,903,257003,829,0007,732,2577,933,000

工事実施面積　　　　20ha　岩手県の牧草地再生対策事業（補助率10/10）の対象とならない牧草地に
おける放射性物質の低減及び生産物の風評被害対策として、除染工事（草地
更新）を行う。補助率は岩手県1/2、遠野市1/2。

計

画

値

実

績

値

　今年度は、農家自力施工が中心であったことから、施工面積は伸びなかっ
たものの、次年度実施に向けた地域の協力体制の構築を図ることができた。
また、本事業は代替牧草の供給対象となっていないことから、地域での粗飼
料生産の協力体制が図られるなど、二次的な効果を生み出すことができた。

工事実施面積　　　8.81ha

単位：円

款06 項01 目02

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業総務費

事

業

内

容

成

果

農畜産物放射能被害対策費(公共牧場利用自粛対策事業）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

5,781,724005,700,86011,482,58415,078,000

対象農家数　　　 　209件

対象頭数　　　　　 926頭

　東京電力福島原発事故に伴う放射性物質の影響により、公共牧場の利用自
粛とされたことに伴い、畜産農家が自家施設等で牛の飼育管理を余儀なくさ
れたことから、これに要する掛かり増し経費を補助し、農家負担の軽減を図
る。 計

画

値

実

績

値

　自家施設での飼養管理に係る掛かり増し経費補助により、離農の抑制と飼
養頭数の維持に努めることができた。
　また、一般社団法人遠野市畜産振興公社との連携により、管外放牧事業等
との組み合わせにより、営農体系に合わせた労力支援を図ることができた。

対象農家数　　　　 190件

対象頭数　　　　 1,453頭

83農林水産業費 --



単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

とおの農業担い手支援総合対策事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

3,483,000453,80006,962,00010,898,80011,071,000

支援団体数　　　　１団体
　（宮守川上流生産組合）

特定法人農地貸付事業者数
　　　　　　　　３事業者

１　農林畜産経営の高度化・多角化を進め、競争力のある経営体の育成を図
　るため、集落営農組織や生産組織等が実施する基盤整備、機械・施設整備
　に対して支援を行う。

２　特定法人農地貸付事業により、市内の株式会社等が農業生産を行うこと
　を目的とする農地保有について、農家との仲介を行い企業の農業参入に努
　める。

計

画

値

実

績

値

１　地域の農業体系に併せた施設整備の実施により、耕畜連携の推進と化成
　肥料投入量の削減による生産コストの低減のためのモデル整備を図ること
　ができた。
　　堆肥舎　一棟　10,445,000円

２　特定法人農地貸付事業により３事業者に対し農地の貸付を行い、企業の
　農業参入の支援に努めた。
　　貸付事業　456,800円　

支援団体数　　　　１団体
　（宮守川上流生産組合）

特定法人農地貸付事業者数
　　　　　　　　３事業者

単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

中山間地域等直接支払事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

29,715,3810089,214,099118,929,480118,975,000

農用地管理の目標達成協定
　　　　　　　　　60協定

農業生産活動における体制
整備強化の目標達成協定　
　　　　　　　　　48協定

協定面積     8,037,035㎡
　
　

　中山間地域等農業生産条件が不利な地域の農用地において、耕作放棄地の
発生防止や多面的機能の確保を図るため、集落協定等に基づき５年間以上継
続して農業生産活動等を行う農業者等に対して交付金を交付する。
　協定に定められた、農用地管理及び農業生産活動における体制整備強化の
目標が達成されるよう、積極的に支援を行う。

計

画

値

実

績

値

　60協定の全てにおいて、農用地管理の目標が達成され、中山間地域におけ
る農用地の保全がなされた。
　また、担い手への作業委託や農業機械の共同利用など、事業を通じて地域
の営農体制整備が図られ、農業生産活動における体制整備強化の目標を設定
した48協定全てで目標が達成された。

農用地管理の目標達成協定
　　　　　　　　　60協定

農業生産活動における体制
整備強化の目標達成協定　
　　　　　　　　　48協定

協定面積     8,035,917㎡
　
　

84農林水産業費 --



単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

畑作振興事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

3,565,0120003,565,0124,669,000

ホップ環境支援対策事業
　計画件数　　　　　32件
　計画面積　　　 25.48ha

葉たばこ立枯病予防対策事
業
　計画件数　　　　　19件
　計画面積　　 　　8.3ha

１　ホップ生産に必要であるトワイン（撚り紐）について、生分解性プラス
　チック紐に切り替える経費の一部を助成することにより、生分解性プラス
　チック紐の使用の定着化を図る。

２　葉たばこの立枯病の予防対策として、薬剤の購入に係る経費の一部を助
　成することにより、葉たばこの生産量と品質の向上を図る。

計

画

値

実

績

値

１　ホップのトワインについて、生分解性プラスチック紐に切り替えること
　により、収穫後において堆肥化が可能となり、廃棄物処理に係る労働力を
　軽減しホップの生産性向上が図られた。

２　葉たばこの立枯病に関して、予防対策を講じることにより、被害の拡大
　防止が図られた。

ホップ環境支援対策事業
　実施件数　　　　　33件
　実績面積　　　 25.57ha

葉たばこ立枯病予防対策事
業
　実施件数　        19件
　実績面積　       8.3ha

単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

野生鳥獣害防止対策事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,107,41320,000,0000206,96121,314,37423,267,000

ニホンジカ捕獲計画
　　　　　　　　　 500頭

ツキノワグマ捕獲計画
　　　　　　　　　　10頭

カラス捕獲計画　 1,000羽

電気牧柵導入　　　 100件

　野生鳥獣による農作物被害や人身被害を防止するため、駆除、防除、人材
育成の３つを柱に、獣種に応じた効果的な対策を進め、個体数の削減及び農
作物被害の軽減に努める。

計

画

値

実

績

値

　ニホンジカ対策では、捕獲応援隊制度を新設し、鳥獣被害対策実施隊と連
携して主に農地周辺部においてわなによる捕獲に努めたほか、遠野地方有害
鳥獣駆除協議会が行う事業とも密接に関わることにより、前年比約２倍とな
る 1,015頭の捕獲実績となり、生息数の増加防止に繋げた。
　ツキノワグマは、目撃や被害の発生が例年以上に多い年であったが、適切
な対策や捕獲を行い、また、カラスについても、市内６カ所に設置している
わなを活用した捕獲により、農作物被害の減少に努めた。
　防除対策では、電気牧柵の設置支援を継続し、特にも３戸以上がまとまっ
て広範囲の農地を防除する取り組みを奨励することにより、新たな農作物被
害の発生防止に努めた。

ニホンジカ捕獲実績
  　　　　 　　　1,015頭

ツキノワグマ捕獲実績
 　　　　　　　　　 51頭

カラス捕獲実績　　 994羽

電気牧柵購入助成　 119件

85農林水産業費 --



単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

農地等災害復旧支援事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

355,89700210,000565,8971,210,000

災害箇所等　　　　　
　　　　 100千円×10カ所

　農業基盤の保全と経営の安定を図るため、災害により被害を受けた農業生
産施設等の災害復旧事業を行う場合に要する経費の２分の１を補助する。

計

画

値

実

績

値

　８月に発生した台風11号による強風等で倒壊した21アールのホップ棚の災
害復旧工事に対し、国の被災農業者向け経営体育成支援事業費補助金と合わ
せ工事費を補助し経営再開を支援した。

　市補助金　355,897円
　国補助金　210,000円

ホップ棚倒壊被害復旧
　対象農家等　１戸、21ａ

単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

遠野米産地確立対策事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

5,074,19200433,0005,507,1925,529,000

平成26年産米生産数量目標
面積換算　　　　 1,904ha

カメムシの集団防除面積
（団地化）　　　 　200ha

　国が策定した需要に応じた米生産の推進に関する要領に基づき、需給と価
格の安定を図るため、米の生産数量目標の調整に係る取り組みに対して支援
する。
　また、遠野米の高品質安定収量を推進するため、遠野地方病害虫防除推進
協議会が実施する病害虫防除事業に対して支援する。

計

画

値

実

績

値

　平成26年産米に関して、岩手県から通知を受けた生産数量目標以内の作付
実績となり、生産調整が達成された。
　また、平成27年産米に係る農業者別生産数量目標の配分及び水稲生産実施
計画書の取りまとめを実施した。
　病害虫防除に関しては、防除組合等が組織化され効率的な防除体制が図ら
れた。また、ほ場を団地化し集団で一斉防除する取り組みに対し助成するこ
とにより、カメムシ被害が抑制され、落等防止につながった。

平成26年産米生産数量実績
面積換算　　　　 1,889ha

カメムシの集団防除面積
（団地化）　　　 　220ha
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単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

わさびブランド確立支援事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

7,150,0000007,150,0007,150,000

根わさび生産量　　　６ｔ
わさびの年間販売額
　 　　　　　　3,500万円
遠野わさび公社事業収入
　　　　　　　 　782万円
遠野わさび公社苗供給本数
　　　　　　　　33,000本
　

　遠野市を代表する特産品であり、国内有数の産地にふさわしい「わさび」
の生産・供給体制強化に向けて、一般社団法人遠野わさび公社が実施する苗
の安定供給の体制整備や宮守わさび生産者協議会が実施する取り組みに対し
て支援する。
　また、畑わさびの生産体制の整備を図り、遠野市の広大な森林資源を活用
した畑わさびの生産拡大を促進する。

計

画

値

実

績

値

　一般社団法人遠野わさび公社については、進化まちづくり検証委員会の報
告に基づき、苗の生産・供給のほか、平成23年度からわさびの定期出荷の取
り組みを継続したことにより、わさび安定的出荷体制が確立されつつある。
これにより公社の収支が改善されたほか、事業収入の増加に伴い初めて補助
金を上回った。
　また、生産者で組織する宮守わさび生産者協議会では、目揃い会や市場関
係者を講師に招いての研修会を開催するなど、わさびの品質向上に向けた取
り組みを展開したほか、全国わさび生産者大会に参加した。
　このほか森林資源を活用した畑わさび圃場が新たに60ａ整備されるなど、
畑わさびの生産力向上が図られた。

わさび生産量(根茎) 6.3ｔ
　　　　　　(葉柄) 6.2ｔ
わさびの年間販売額
　 　　　　　　3,721万円
遠野わさび公社事業収入
　　　　　　　 　815万円
遠野わさび公社苗供給本数
　　　　　　　　33,000本

単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

タフ・ビジョン推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

189,50313,100,0000013,289,50320,977,000

アドバイザー等配置  ５人

認定農業者数 　415経営体

耕作放棄地解消面積　20ha

　農林水産振興ビジョン（タフ・ビジョン）の『７つの目指すべき姿』の実
現にむけて、関係機関・団体の連携及び協働体制の更なる強化を図る｡
　また、各種重点課題への取り組みのため、専門的農業知識経験や農業振興
に豊富な経験を有する人材を確保すると共に、農地の有効活用、高収益農家
拡大と新規就農者の確保・育成のための事業を行い、より一層の農業振興を
図る。

計

画

値

実

績

値

　農地利用集積アドバイザー、農業活性化アドバイザー、地域活性化アドバ
イザー、担い手支援アドバイザー、林業振興アドバイザーの５人のアドバイ
ザーの配置により、各種重点課題への取り組み及びきめ細かな農家の相談や
農業技術の指導、新品目等の導入支援を行った。
　また、地域の担い手となる認定農業者に対し農業経営の改善を支援したほ
か、耕作放棄地の再生事業により耕作放棄地の一部解消に結び付けた。

アドバイザー等配置  ５人

認定農業者数 　363経営体

耕作放棄地解消面積
　　　　　　　 　10.19ha
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単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

経営所得安定対策推進事業費 

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

0009,312,0009,312,0009,312,000

米の直接支払交付金申請面
積　　　　　　　 1,751ha

主食用水稲面積に対する申
請面積の割合　　　  92％

　経営所得安定対策等実施要綱に基づき、遠野市農業再生協議会が実施する
制度の周知活動、営農計画書の取りまとめ、現地確認等のに要する経費を支
援する。

計

画

値

実

績

値

　制度への加入促進を図るためパンフレットの配付やケーブルテレビによる
周知等を実施するとともに、関係機関・団体の協力により申請受付や現地確
認など、円滑な事業実施に向けた取り組みに対し支援した。
　米の直接支払交付金の申請は、主食用水稲の作付面積が減少したことによ
り計画値を下回ったものの、作付面積に対する申請面積の割合については計
画値を達成した。

米の直接支払交付金申請面
積　　　　　　　 1,736ha

主食用水稲作付面積に対す
る申請面積の割合　　92％

単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

遠野ふるさとあぐりスクール事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

857,4298,00000865,4291,318,000

講座回数　　　　　　12回
参加者数　　　　　　40人

研修者　　　　　　　２人

　農業者の高齢化が急速に進行する中で、担い手の確保が喫緊の課題となっ
ていることから、新規就農者の育成や新規作目技術の習得の機会を設け、就
農者の確保を図る。
　また、青年等が地域農業の担い手として農業振興及び地域活性化に寄与す
る人材育成を図るため、国内外の農業研修に要する経費に対し補助金を交付
する。

計

画

値

実

績

値

　農業に従事する後継者育成や新規就農者を対象に土作りから野菜の栽培、
農産加工、農業研修などを実施した。受講者の中には、出荷面積の拡大や就
農に向け前向きに動き出した方もおり、就農者の確保につながった。
【実地研修】
１　農業体験コース … 野菜作り、土作りの基礎、野菜の栽培技術など
２　プロ農家に学ぶコース … 専業農家の圃場での現地説明会
３　農産加工研修コース … ホップ和紙講習、伝統野菜料理提案会
【国内外研修事業】
国内研修　家畜の飼養管理や人工授精業務（愛知県知多市　約３カ月）
　　　　　有機野菜栽培や加工品等（栃木県益子町ほか　８日）
国外研修　西洋野菜の栽培技術、新規導入野菜の調査（スペイン　７日）

講座回数　　　　　　11回
　農業体験コース
　　６回（延べ56人）
　圃場研修コース
　　２回（延べ31人）
　農産加工コース
　　３回（延べ34人）

研修者　　　　　　　３人
　国内　　　　　　　２人
　国外　　　　　　　１人
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単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

青年就農給付金事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

00026,062,50026,062,50026,063,000

給付経営体　　　13経営体
　　夫婦　　　　６経営体
　　単身　　　　７経営体

　経営開始後の新規就農者の所得を確保することにより、青年の就農意欲の
喚起と定着を促し、青年の就農者数の増大を図るため青年就農給付金の交付
を行う。

【給付額】
　夫婦で就農　225万円/年
　個人で就農　150万円/年

計

画

値

実

績

値

　地域農業の中心的な担い手となる新規の青年就農者に対して、農業経営が
不安定な就農直後の所得を確保するための給付金を交付した。
　また、遠野普及サブセンターと連携を図り、巡回訪問で就農状況確認を行
うとともに、農閑期を活用し、安定した農業経営に結びつけるための勉強会
を実施し、新規就農者のフォローアップ支援に努めた。　 

給付経営体　　　11経営体
　　夫婦　　　　５経営体
　　単身　　　　６経営体
　

単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

食育と地産地消推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

763,600000763,6001,010,000

農産物直売所売上額
　　　　　　　59,500万円

産直連絡協議会研修会開催
　　　　　　　　　　２回

ＰＴＡ支援団体数　　10校

　総合食育センターへの遠野産食材供給体制の強化を図るとともに、遠野市
市産直連絡協議会への支援を行い、農産物直売所の連携強化及び地産地消の
推進を図る。
　また、食と農に関する学習や農業体験学習等を通じて、次代を担う子ども
達が、食べ物、食生活、農業・農村などについて興味を持ってもらうととも
に、正しい理解を深めてもらうため、小学生を対象とした農業体験活動の実
施や、市内小・中学校ＰＴＡが実施する食育活動に対して支援する。

計

画

値

実

績

値

　遠野市産直連絡協議会を中心に、研修会の開催を通じて、農産物直売所の
運営に必要な衛生管理や表示、農薬の適正管理などの啓発が図られた。
　しかしながら、農産物直売所の売上額及び入込数が共に減少した。
　　（売上額　H25　54,850万円　→　H26　50,010万円）
　　（入込数　H25　　68.2万人　→　H26　　63.0万人）
　また、遠野市産直給食会において、市内の農産物直売所から総合食育セン
ターへの野菜等の遠野産食材の供給を行ったほか、食料品アクセス対応モデ
ル業務の実施により産直による宅配事業の検証を行うなど、地産地消の推進
が図られた。
　食育については、小学生の農業体験等の活動の実施や、市内小・中学校Ｐ
ＴＡを主体とする活動に対して支援を行った。

市内農産物直売所
　　(売上額)　50,010万円
　　(入込数)　　　63万人

産直連絡協議会研修会開催
　　　　　　　２回、80人

学校給食食材に占める地場
産物使用割合　　　65.3％

ＰＴＡ支援団体数　　９校
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単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

遠野いわてっこ生産拡大促進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2,519,408500,000003,019,4083,800,000

いわてっこ作付面積 196ha

いわてっこ出荷量　 537ｔ

　遠野産いわてっこの生産拡大及び農業者の所得確保を図るため、生産、出
荷、販売促進への支援を行い、消費地に信頼される産地を確立し、安定的な
販路を確保する。

計

画

値

実

績

値

　いわてっこの作付面積は、計画値を下回ったものの、全体的に主食用水稲
作付面積が減少している中で平成25年度に比べ29ha増加し 194haとなり、出
荷量も176t増加し605tとなった。
　また、消費地と産地との地域ぐるみの交流として、平成26年度から初めて
消費者の稲刈り体験を実施し、遠野産いわてっこをＰＲしながら、消費者と
の信頼関係を深め、遠野米の販路確保に向けて取り組みを推進した。

いわてっこ作付面積 194ha

いわてっこ出荷量   605ｔ

単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

ＡＳＴパワーアップ事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

14,407,88700014,407,88719,341,000

ハウス導入支援　　　８棟
　
野菜重点品目栽培推進支援
・ほうれんそう
　播種機・遮光資材の導入
・ピーマン　　　 　　30a
・ニラ　　　　　　　200a
・アスパラガス　　　200a
視察・研修支援　　　７回
アスト通信放映
　　　　　　　毎週水曜日

　遠野市農林水産振興ビジョン（タフ・ビジョン）に基づき、意欲のある農
業者の所得向上に向けた、さまざまな取り組みに対して支援する。

１　販売先の開拓及び契約栽培等の推進
２　新規就農者の育成及び生産拡大
３　情報提供の強化（アスト通信、他産業情報の提供等）
４　重点品目の推進

計

画

値

実

績

値

　重点品目や施設園芸品目を中心とし、意欲ある農業者（グループ）の取り
組みに対して支援を行った。

１　元気アップチャレンジ事業を含めた31事業への支援を行った。
２　視察研修、技術習得への取り組み研修視察の実施
３　「アスト通信」を毎週水曜日に放送し、旬な農林業情報を発信した。　
　　

ハウス導入支援　　　７棟
　
野菜重点品目栽培推進支援
・ほうれんそう
　播種機・遮光資材の導入
・ピーマン　　　 　　40a
・ニラ　　　　　　　 15a
・アスパラガス　　　100a
視察・研修支援　　　３回
アスト通信放映
　　　　　　　毎週水曜日
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単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

六次産業推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,445,0400001,445,0401,500,000

農商工連携（六次産業化）
支援数　　　　　　　14件

研修会開催　　      １回

六次産業化・地産地消法等
の新規計画認定数　　１件

特産物等売上額　　12億円

　農林畜産業と商業・工業等の産業間連携の再構築を図り、農林水産物等の
地域資源を活用した加工・販売への取り組み等の新事業創出につながる六次
産業化・地産地消、農商工連携を促進する。

計

画

値

実

績

値

　平成26年４月に遠野市六次産業推進本部を設置し、産業振興部と農林畜産
部の枠を超え、六次産業化、農商工連携等の取り組みを推進した。
　相談体制の充実化を図るため、商品開発コーディネーターが事業者と共に
地域資源を活用した商品開発や販売手法の工夫などの新たな取り組みを支援
した。
　また、岩手県や遠野商工会、金融機関等関係機関・団体との連携により、
市が支援した事業のほかにも、商品開発やマーケティング等の支援が22件あ
るなど、新たな取り組みが拡がりつつある。
　しかしながら、国の法令に基づく新たな事業認定がなかったほか、市内の
主要な特産物等の売上額が、平成25年度の12億１千万円に対して、平成26年
度は11億８千万円に減少するなど、今後の課題を残した。

農商工連携（六次産業化）
支援数　　　　　　　23件

研修会開催　１回（40人）

特産物等売上額
　　　　　　11億８千万円

単位：円

款06 項01 目03

事 業 名

農林水産業費 農業費 農業振興費

事

業

内

容

成

果

農地中間管理事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

153,6511,650,000044,277,60046,081,25146,109,000

１　経営転換協力金
　　　0.5ha以下　　
　　　     ６戸（2.18ha)
　　　0.5ha超2.0ha以下
　　　　   10戸（9.99ha)
　　　2.0ha超
　　　　   １戸（2.64ha)

２　地域集積協力金
　　    １地区　102.16ha

　地域農業マスタープランを実現するために、農地集積への協力者に対して
農地集積協力金を交付する。

１　経営転換協力金
　(1) １戸当たり0.5ha以下 　　　300千円　
　(2)   　〃　　0.5超2.0ha以下　500千円　
　(3)   　〃　　2.0ha超 　　　　700千円
２　地域集積協力金
　(1) ２割超５割以下　　　　2.5千円/10a 
  (2) ５割超８割以下　　　　2.8千円/10a　
　(3) ８割超 　　　　 　　　3.6千円/10a

計

画

値

実

績

値

　地域農業マスタープランを実現するために、農地集積への協力者に対して
農地集積協力金を交付した。

１　経営転換協力金　　　7,500千円
　(1) 0.5ha以下　　　　   300千円×６戸＝1,800千円
  (2) 0.5ha超2.0ha以下　  500千円×10戸＝5,000千円
　(3) 2.0ha超　　　　　   700千円×１戸＝  700千円

２　地域集積協力金　　　36,777,600円
　８割超　36千円／10a 　１地区　102.16ha　

１　経営転換協力金
　　　0.5ha以下　　
　　　     ６戸（2.18ha)
　　　0.5ha超2.0ha以下
　　　　   10戸（9.99ha)
　　　2.0ha超
　　　　   １戸（2.64ha)

２　地域集積協力金
　　    １地区　102.16ha
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単位：円

款06 項01 目04

事 業 名

農林水産業費 農業費 畜産業費

事

業

内

容

成

果

畜産振興総合対策事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2,919,850248,0000925,4384,093,2887,736,000

和牛子牛の出荷頭数
　　　　　　　　 2,100頭
牛群検定普及定着化
　　　　　　 17戸・488頭
養豚出荷頭数
　　　　　　　　26,000頭
ブロイラー出荷羽数
　　　　　　　 642,000羽
　　　　　　

　地域畜産業の振興を図る上で、生産意欲向上、各種協議会負担金などソフ
ト的な支援を実施する。
　公共牧場の機能維持向上を図り、豊富な草資源を生かした放牧利用をしな
がら、低コスト、質量兼備、高能力、高品質な和牛生産に取り組む。
　また、酪農経営の向上を図るための牛群検定の推進を図るなど、地域畜産
の総合的な振興を図る。

計

画

値

実

績

値

　放射性物質被害により放牧事業の利活用の促進は図られなかったものの、
農家の生産意欲向上、地域畜産物の普及推進、安心・安全の確保のため各種
協議会へ参画し、情報の収集及び普及啓発を図り適正な経営指導に努めるこ
とができた。
　特にも、県内化成場の倒産による死亡牛の処理に当たっては、関係機関と
の連携により、営農活動への影響を 小限に食い止めることができた。

和牛子牛の出荷頭数
　　　　　　　　 1,735頭
牛群検定普及定着化
　　　　　　 18戸・694頭
養豚出荷頭数
　　　　　　　　23,777頭
ブロイラー出荷羽数
　　　　　　 1,104,000羽
死亡牛処理頭数　　　85頭

92農林水産業費 --



款06 項01 目04

事 業 名

農林水産業費 農業費 畜産業費

事

業

内

容

成

果

馬事振興ビジョン推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

3,019,5750003,019,5753,182,000

馬市場取引金額
　　　　　　　 2,300万円

馬生産頭数　　　　  30頭

まちなか馬車運行乗車数　
　　　　　　　　　  80人

１　遠野市乗用馬生産組合が「遠野市乗用馬市場」へ優良な遠野産馬の上場
　を目的に、遠野馬の里に乗用馬を預託した経費の一部を助成する。

２　市内の馬資源の確保及び生産頭数増加を図るため飼養管理費等の低コス
　ト化の支援、種付け料を助成する。

３　「まちなか馬車運行」を行い、馬とのふれあいを通して、まちなかの活
　性化や馬事文化が一層身近なものになるように努める。

計

画

値

実

績

値

１　購買者側の意向を踏まえ平日開催として２回目の開催となった第41回遠
　野市乗用馬市場では、 高価格が昨年度に引き続き300万円超えの321万円
　を記録した。売却総合計額は、高価格での主取りもあり 2,152万円と昨年
　度を下回ったが、１頭当たりの平均価格では上回り、遠野産馬のブランド
　化が定着しつつある。
　　また、リーフレットやホームページを活用し全国へ向けた情報発信並び
　に事前に購買者訪問し宣伝に努めたことが成果につながった。

２　馬の里の越冬放牧施設の利用を促進し、乗用馬生産者の負担する飼養管
　理費等の低コスト化を図った。また、農用馬生産者の意欲喚起のため遠野
　産馬生産基盤整備事業の利用を促進した。加えて、平成27年度に向けて更
　なる農用馬資源の確保及び増殖を図るため農用馬子馬生産奨励金交付制度
　新設の検討を加えた。

３　「まちなか馬車運行」は、７月19日（土）から８月31日（日）までの期
　間の土日を中心に11回実施した。ＳＬ銀河停車時間と合わせ、乗車客並び
　に観光客に対し、馬とのふれあいを通し馬事文化のＰＲ、賑わいの場を提
　供した。

乗用馬市場結果
　取引金額　　 2,152万円
　上場頭数　　  　　29頭
　１頭当たり平均価格
　　　　 　　　102.4万円

馬生産頭数　　　　　39頭

まちなか馬車運行乗車人数
　　　　　　　　　　82人

単位：円
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単位：円

款06 項01 目04

事 業 名

農林水産業費 農業費 畜産業費

事

業

内

容

成

果

遠野牛確立生産強化対策事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

11,164,5810051,26911,215,85017,884,000

いわて遠野牛生産目標
（平成30年）
飼養頭数　繁殖牛 4,000頭
　　　　　肥育牛 3,000頭
出荷頭数　子牛　 2,800頭
　　　　　肥育牛 1,600頭
黒毛和種優良素牛導入数
　　　　　　　　   300頭
牛アカバネ病予防接種
　　　　　　　　 3,500頭

　いわて遠野牛のブランド確立を図るため、黒毛和種繁殖牛及び肥育牛の導
入を支援するほか、簡易牛舎等生産基盤整備の支援や家畜防疫対策等を行い
家畜飼育頭数の増頭を促進する。

いわて遠野牛生産目標（平成30年）
　飼養頭数　繁殖牛　4,000頭
　　　　　　肥育牛　3,000頭
　出荷頭数　子牛　　2,800頭
　　　　　　肥育牛　1,600頭

計

画

値

実

績

値

　遠野市畜産振興公社及び(株)遠野牧場、遠野市食肉組合、黒毛和種繁殖農
家が連動し、市内外を問わず遠野産牛の周知及び販促事業を実施した。特に
も、県外小売店での販促活動へ市内若手生産者等が参加し、消費者のニーズ
を直接聞く機会を設け、生産から販売までの一連の流れを体感することによ
り生産意欲及び意識の向上を図ることができた。
　また、市内農家と連携し、黒毛和種の保留、導入支援及び農家の生産基盤
整備に対する支援を行い、繁殖、肥育の一貫生産体制の構築を図った。

いわて遠野牛生産量
　　　　　　（平成26年）
飼養頭数　繁殖牛 2,521頭
　　　　　肥育牛 2,187頭
出荷頭数　子牛　 1,735頭
　　　　　肥育牛 1,247頭
黒毛和種優良素牛導入数
　　　　　　　　   145頭
牛アカバネ病予防接種
　　　　　　　　 3,403頭
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款06 項01 目04

事 業 名

農林水産業費 農業費 畜産業費

事

業

内

容

成

果

公共牧場再編整備事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

43,3730141,400,000143,926,000285,369,373285,842,000

大野平工区
　機械整備　　　　　20台
　用地購入　　 287,060㎡
　避雷針設置　　　　15柱
　外柵設置　　　　 700ｍ
　場内改良　　　 6,500㎡

石羽根工区
　付帯施設整備　　　３棟
　場内舗装　　　 2,900㎡
　外柵設置　       500ｍ
　砂利敷工事 　　2,300㎡
　側溝工事　　　    40ｍ

荒川工区　
　草地整備　　　 25.09ha
　外柵設置　     1.764ｍ

　公共牧場間の機能分担を図りながら地域公共牧場の再編整備を進め、基幹
牧場については草地の造成整備や隔障物整備、草地管理機械等の整備を一体
的に行うことで、牧場の生産性や利用率を改善し、飼料自給率の向上を図る
ことで飼料基盤に立脚した生産性の高い大家畜生産の実現に寄与する。

計

画

値

実

績

値

　平成25年度から建設していた石羽根キャトルセンターが完成した。
　当該施設は成牛 300頭の規模であり、成牛を市営牧野へ放牧できない期間
の預託受入施設であり、完成により大野平キャトルセンターとの連動による
子牛生産の全てのステージに対応した周年預託方式が可能となった。
　また、市営牧野の運営に関する関連機械の整備により、生産コストの削減
や効率的な草地管理が図られることから、より効率的な市営牧場の運営が可
能となった。
　来年度は当該事業の 終年であり、大規模な草地整備を行う予定である。

大野平工区
　機械整備　　　　　18台
　用地購入　　 116,933㎡
　避雷針設置　　　　19柱
　外柵設置　　　　 707ｍ
　場内改良　　　 6,565㎡

石羽根工区
　機械整備　　　　　２台
　付帯施設整備　　　３棟
　場内舗装　　　 2,701㎡
　外柵設置　       449ｍ
　砂利敷工事 　　2,359㎡
　側溝工事　　　    36ｍ

荒川工区　
　草地整備　　　 22.05ha
　外柵設置　     1.742ｍ
　立木伐採　　　 14.26ha
　給水管整備 　　1.797ｍ

単位：円
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単位：円

款06 項01 目06

事 業 名

農林水産業費 農業費 農地費

事

業

内

容

成

果

農地・水保全管理支払事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

29,790,091001,550,00031,340,09131,346,000

活動組織数
　農地維持42、共同活動39
　長寿命化25
協定農用地面積
　農地維持　 　203,872ａ
　共同活動     185,479ａ
　長寿命化    　96,878ａ
交付金額（市負担分）
　農地維持  13,838,233円
　共同活動   7,835,544円
　長寿命化   8,903,780円

　地域における農地・水・環境の良好な保全と資質向上を図るため、農地・
農業用水・農道等の保全向上に関する地域ぐるみでの共同活動や非農業者・
子どもを含めた多様な参画による農村環境保全活動、さらには老朽化が進む
農業用用排水路等の長寿命化のための補修・更新等を行う取り組みに対して
交付金を交付し総合的に支援する。
　交付金の負担区分割合は国１/２、県１/４、市１/４となっており、それ
ぞれの負担分は岩手県農地・水・環境保全向上対策地域協議会に負担金とし
て支出し、地域協議会から各活動組織に交付金が交付される。

計

画

値

実

績

値

　全ての活動組織において農地維持活動が行われ、耕作放棄地発生防止に効
果があった。
　共同活動実施活動組織では、遊休農地解消に向けた取り組みや水路、農道
等の修繕活動のほか、農村環境保全の取り組みとして小・中学生や老人クラ
ブなどの参画による花壇整備やゴミ拾い、水質調査等が行われ、農業用施設
及び農村環境の保全が図られた。
　長寿命化実施活動組織では、集落での自主施工や建設業者等への委託によ
り、市内で約 2.2㎞の水路が補修・更新された。

活動組織数
　農地維持50、共同活動39
　長寿命化27
協定農用地面積
　農地維持　　 190,001ａ
　共同活動 　  163,846ａ
　長寿命化 　  103,756ａ
交付金額（市負担分）
　農地維持  12,992,111円
　共同活動   7,153,211円
　長寿命化   9,640,260円

単位：円

款06 項01 目06

事 業 名

農林水産業費 農業費 農地費

事

業

内

容

成

果

県営ほ場整備調査事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

979,70000274,0001,253,7001,254,000

荒屋地区
　受益面積　　　　32.3ha
　集積率　　　　　　60％

　事業計画概要書作成　
　農地集団化調査　

　農業農村整備事業管理計画及び希望郷いわての農業農村整備計画に基づき
作成される事業計画に従ってほ場の区画整理・関連事業を一体的に実施して
基盤の整備を図る。
　また、基盤整備と併せて担い手へ農地集積・集約化を図り、作業の効率化
と安定的な農業経営の実現を図る。

計

画

値

実

績

値

　小区画ほ場を標準区画や大型区画ほ場に整備することにより、ほ場の連坦
的農地集積を可能とし、大型機械体系の確立と作業時間の軽減を図るための
農地集積・農地集約の計画策定を行った。
　また、新規のほ場整備事業を導入するため、営農構想の具現化、事業計画
書を作成して受益者全員同意のもと、27年度事業採択の申請を行った。
　
　

荒屋地区
　受益面積　　　　32.3ha
　集積率　　　　　71.5％
　
　事業計画概要書作成　
　農地集団化調査　　　
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単位：円

款06 項02 目01

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業総務費

事

業

内

容

成

果

公有林経営計画再編調査事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

351,000000351,000500,000

主伐候補地の選定　 100ha　第13次遠野市公有林経営計画の策定にあたり、森林整備を実施する候補地
の選定のため、第１種市有林において調査を実施し、樹種、林齢、面積、蓄
積量等を把握する。

計

画

値

実

績

値

　調査により、第13次遠野市公有林経営計画において森林整備を実施する市
有林として、主伐候補地105.87haの樹種、林齢、面積、蓄積量を把握した。

主伐候補地の選定
　　　　　　　　105.87ha

単位：円

款06 項01 目07

事 業 名

農林水産業費 農業費 地籍調査費

事

業

内

容

成

果

地籍調査事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

8,767,7710019,800,00028,567,77129,072,000

一筆地調査　　　 3.24k㎡

閲覧　　　　　　 5.65k㎡

　国土の開発及び保全、並びにその利用の高度化に資するとともに、地籍の
明確化を図るため、国土の実態を科学的かつ総合的に調査する。
　地籍調査の成果は、土地に関する諸施策の基本資料として幅広く活用する
とともに法務局に送付され、不動産登記の記載が改められることで所有者の
資産の保全管理や事業等の円滑な進行が図られる。

　一筆地調査及び細部測量等　上郷町細越の一部　調査面積3.24k㎡　
　地積測定及び地籍図原図等作成　上郷町細越の一部　調査面積5.65k㎡

計

画

値

実

績

値

　一筆地調査（現地調査）は、上郷町の一部 3.24k㎡を対象に実施し、所有
する土地一筆ごとに隣接者と立会により境界を決定し、細部測量を行った。
　また、平成25年度に細部測量を行った上郷町の一部 5.65k㎡は、地籍図原
図と地籍簿案を作成し閲覧を行った。閲覧後は岩手県の認証を受け、法務局
へ調査の成果を送付することとなる。

一筆地調査　　　 3.24k㎡

閲覧　　　　　　 5.65k㎡
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単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

国土保全森林対策事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

24,997,47400024,997,47425,000,000

除間伐　  　　　   300ha
造林　　 　　　     50ha
搬出材積　　　　 3,000m3

　森林の公益的機能の高度な発揮と市内森林資源の質を高めるため、森林所
有者などによる森林整備に対して助成を行うことにより、総合的かつ集中的
な間伐の実施及び造林・保育の促進と森林環境の保全を図る。
　具体的には、国・県の間伐等補助事業への嵩上げと、間伐材を搬出した経
費等に対し単独で助成を行う。

　森林整備事業（国・県補助68％対象事業）への嵩上げ22％
　間伐材搬出　1,800円／1m3

計

画

値

実

績

値

　国・県の間伐等補助事業への嵩上げと、間伐材を搬出する経費に対し単独
で助成を行うことにより、市内における民有林の森林整備と間伐材の利用が
推進された。

間伐　　　  　　 39.43ha
保育間伐　       21.41ha
造林　           41.38ha
下刈り　        172.97ha
枝打ち      　　 12.15ha
除伐　　　 　　  67.64ha
更新伐　　 　　   5.47ha
忌避剤塗布　　　 24.18ha
作業路整備　　　   200m
搬出材積　 　　  2,092m3

単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

市有林造林事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,429,7253,800,61805,606,76210,837,10519,322,000

間伐　　　　 　  20.00ha
造林　　　　　    4.00ha
下刈 　　　　　  12.09ha
忌避剤散布　　 　 8.30ha
作業道整備　　　  ４カ所
樹種転換　　　　  3.00ha

　遠野市市有林造成基金条例の目的に基づき、産業の振興、学校施設の整備
充実、災害復旧その他特別な事件に要する経費に充てるため、市有林の造成
を図る。
　アカマツの松くい虫被害地域において樹種転換事業を行い、被害拡大防止
を図る。

　市有林面積　第一種市有林　1,957.1ha
　　　　　　　第二種市有林　 103.7ha　計2,060.8ha
　推定材積　　55万m3

計

画

値

実

績

値

　間伐等の施業実施による市有林の造成を図り、森林の公益的機能を増進さ
せるとともに、林業従事者の雇用の創出を図ることができた。
　新田第二市有林の伐採、地拵えを行い、遠野市緑化祭によるカラマツの植
栽を実施し里山の再生に取り組んだ。
　なお、樹種転換事業は伐採するアカマツの木質バイオマス(燃料用チップ)
利用について検討するため、次年度以降に実施することとした。

間伐　　　　　   12.79ha
保育間伐　　　　  2.90ha
造林　　　　　    1.32ha
下刈 　　　　 　  9.41ha
忌避剤散布　　 　 6.35ha
作業道整備　　 　 ２カ所

98農林水産業費 --

1 ㎥

55万㎥

3,000㎥

2,092㎥



単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

松くい虫対策事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

4,332,864009,936,78514,269,64917,772,000

駆除処理材積　　　 600m3

樹幹注入　　  　　 100本

　平成23年度から市内全域が松くい虫の被害地域に拡大された。
　市内での被害拡大、近隣の未被害地域である自治体への被害拡大を防ぐた
め、枯損木を発見した場合には早期駆除を行う。

計

画

値

実

績

値

　県森林病害虫防除員との連携による防除体制を強化し、市内全域での被害
の早期発見・早期駆除の徹底を図ったほか、未被害地域への被害拡大防止に
努めた。
　また、福泉寺周辺山林のアカマツに対し樹幹注入を行い、松くい虫被害の
予防に努めた。

処理材積　　　  606.04m3

樹幹注入　   　 　 38 本

単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

森林のくに遠野循環型産業促進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1,000,0000001,000,0001,000,000

森林資源循環利用促進及び
地域材需要拡大活動

調査活動及び講演会開催

　森林資源循環型産業の拠点として、遠野地域木材総合供給モデル基地内の
川上から川下に至る各事業体の総合力を発揮するとともに、森林資源の循環
利用の促進及び地域材の需要拡大に向けた活動を支援する。

計

画

値

実

績

値

　森林資源の循環利用の促進としての木質バイオマス利活用検討に係る先進
地視察研修等の調査活動を実施した。
　遠野地域木材総合供給モデル基地（遠野木工団地）への視察者や勉強会に
おいて、地域材の需要拡大の情報を発信した。

研修会参加　　　　　４人

視察研修参加　　　　６人

勉強会参加　　　　　３人

遠野木工団地視察者
　　　　　 11団体　227人

99農林水産業費 --

600 ㎥

606. 04 ㎥



単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

里山美林推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

2,67600156,400159,076243,000

県民参加の森林づくり促進
事業参加者数
　　　　　　２校延べ50人

継続的な森林整備作業実施
団体数　　　　　　２団体

　平成18年度から創設された「いわての森林づくり県民税」を活用し、市内
児童生徒を対象とした森林学習会等の開催や県産材を使った木製机椅子など
を学校施設に導入するなどし、循環型の森林保全に対する理解を深める活動
を推進する。
　また、市内団体による継続的な森林整備作業に対し助成を行い、里山を美
しく保つ活動を推進する。

計

画

値

実

績

値

　森林学習会、炭焼き体験、原木しいたけ植菌などを実施し、地域材の活用
が森林にもたらす効果等について理解を深め、森林保全への意識啓発を促す
ことができた。
　なお、市内団体による継続的な森林整備作業の希望が無かったため、今年
度は助成を行わなかった。

県民参加の森林づくり促進
事業参加者数
　　　　　　２校延べ58人

単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

森林のくに振興事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

025,000,0000025,000,00025,000,000

森林整備面積　　128.06ha　間伐等の森林整備を実施しようとする森林所有者の、事業実施前に支払う
前金の負担を軽減するため、遠野市及び遠野地方森林組合が出資を行い、遠
野地方森林組合において補助相当額を貸付けることで円滑な事業実施を推進
する。
　貸付金は、事業完了後の補助金交付の時点で精算、返戻される。

計

画

値

実

績

値

　森林所有者の一時的な負担を軽減することができ、健全な森林の育成及び
間伐作業員の雇用による地域山村の振興と活性化を図ることができた。

整備面積　　　  356.20ha

100農林水産業費 --



単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

林道開設事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

647,400000647,4009,000,000

用地買収　　 Ａ=30,000㎡　県営林道開設工事において、林道敷地用地買収とそのための測量を行う。
　現在実施中の県営林道工事は平野原線であり、全体延長Ｌ=9,295ｍのうち
平成25年度までにＬ=4,669ｍ完了し、進捗率は50.3％である。

計

画

値

実

績

値

　２人の地権者と用地交渉を進めて2,730㎡を買収し、林道整備事業を推進
した。
　他の地権者との用地交渉が難航したため、計画を下回る実績となった。

用地買収　　　Ａ=2,730㎡

単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

しいたけ生産振興対策事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

4,727,6040004,727,6044,936,000

椎茸振興共進会の開催
　　　　　　　　　　１回

生産拡大する生産者への助
成　　　　　　　　　20人

　原木しいたけ生産拡大を図り、産地化を目指す。
　平成23年３月の東京電力(株)福島第一原子力発電所事故による影響で出荷
が規制され、生産意欲が減退した原木栽培しいたけの生産継続を図るため、
新たに植菌するための原木及び種駒の購入に対する助成や、市有林から安価
に原木をあっ旋するなどし、原木しいたけ生産継続を促す。

【原木栽培しいたけ生産継続緊急対策事業助成内容】
１　原木しいたけ植菌に係る原木購入１本あたり75円を助成
２　種駒購入の実費に対し１/２の額を助成

計

画

値

実

績

値

　平成24年度から26年度までの３カ年を予定し実施する遠野市原木栽培しい
たけ生産継続緊急対策事業では、今年度生産者26人が43,750本を新たに植菌
した。この事業により出荷規制解除となった際に遠野産原木しいたけが安定
的に生産される。
　出荷規制解除に向けては、平成25年秋から県による生産者毎の規制解除申
請のための検査が継続実施されている。
　また、市有林からの25,100本の原木のあっ旋を実施したことにより、原木
しいたけの栽培環境を整えることができた。
　市しいたけ振興共進会を開催し、しいたけ生産技術と生産意欲の向上を図
ることができた。

しいたけ振興共進会開催　
　　　　　　　　　　１回

生産継続緊急対策事業によ
る植菌本数
　  43,750本(生産者26人)

市有林原木あっ旋
　  25,100本(生産者22人)

101農林水産業費 --



単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

森林整備地域活動支援事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

57,044001,431,0831,488,1274,164,000

森林経営計画作成面積
　　　　　　　　　  45ha

森林経営計画作成促進・施
業集約化に向けた条件整備
の積算基礎森林面積
　　　　　　　　　 570ha

　森林の有する多面的機能が十分に発揮されるよう、森林経営計画等による
計画的かつ適切な森林整備の推進を図るため、森林整備地域活動支援交付金
を交付する。
　森林所有者又は森林経営の委任を受けた者による森林経営計画の作成を促
す「森林経営計画作成促進」や、森林経営計画作成に向けた既存路網の改良
を行う「森林経営計画作成・施業集約化に向けた条件整備」を支援する。

計

画

値

実

績

値

　市内２カ所での森林経営計画の説明会、市内35カ所の山林における現地調
査実施により、森林経営計画策定のための情報収集に要した実費、森林経営
計画作成に向けた路網改良２カ所の整備に要した実費に対し、交付金を交付
した。

　交付金交付額　1,488,127円

森林経営計画作成面積
　　　　　　　　 38.56ha

森林経営計画作成促進・施
業集約化に向けた条件整備
の積算基礎森林面積
　　　　　　　  256.56ha

単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

緑のふるさと協力隊受入事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

433,7742,000,000002,433,7742,591,000

受入隊員数　　　　　１人

活動日数　　　　　 240日

情報発信
　ブログ公開　　　　45回
　ふるさと通信　　　２回
　活動報告会　　　　２回

　ＮＰＯ法人地球緑化センターが派遣する「農山村に大きな関心を持った若
者たち」を１年間受け入れ、市内での農畜林業の体験や地域に密着したさま
ざまな活動を通じて、遠野市のＰＲや住民の活性化を図る。

計

画

値

実

績

値

　市内の農家、農業生産法人、市が行うイベント等での活動のほか、伝承保
存活動への参加など、積極的に住民と触れ合うことで地域住民や各種団体の
活性化が図られた。
　活動を通じて知り得た「遠野」をインターネット（で・くらす遠野サイト
内）のほか、ふるさと通信の発行と活動報告会を行うなど、市内外に情報発
信した。

受入隊員数　　　　　１人

活動日数　　　　　 239日

情報発信
　ブログ公開　　　　53回
　ふるさと通信　　　２回
　活動報告会　　　　２回

102農林水産業費 --



単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

木質バイオマスエネルギー活用推進事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

965,73700196,975,611197,941,348198,000,000

地域協議会設立

チップボイラー及びチッパ
ー等実証設備類選定

　林野庁が行う「木質バイオマスエネルギーを活用したモデル地域づくり推
進事業」の委託を受け、再生可能エネルギーである林地残材や工場端材など
の森林資源の循環利用について、地域一体となって木質バイオマスエネルギ
ーの利用システムや新たなシステムの実証に取り組む。

平成26年度～28年度の３カ年事業
　総事業費　596,000,000円

計

画

値

実

績

値

　平成26年８月８日に設立した「遠野市木質バイオマス利活用検討協議会」
に委託し、実証事業に取り組んだ。
　同協議会において、木材産業部会、木材需要部会、林業部会の３つの部会
を組織し、それぞれ実証事業の検討を行った。

１　チップボイラー及び建屋の整備検討
２　バークボイラー及び建屋の設計検討
３　チップ保管施設の設計検討
４　チップ生産システムの検討等

「遠野市木質バイオマス利
活用検討協議会」設立

総会回数　　　　　　３回
　木材産業部会設置
　木材需要部会設置
　林業部会設置

チップボイラー及びチッパ
ー等実証設備類選定

単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

菌床しいたけ生産資材導入事業費

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

00014,040,00014,040,00014,040,000

実施団体　　　　　１組合

菌床用培土　   260,000個

　被災地の復興、食料基地の形成、特用林産施設の効率化のため、被災生産
者等の次期生産に必要な生産資材の導入を支援する。

計

画

値

実

績

値

　震災による風評被害により生産量が落ち込んだ菌床しいたけ栽培に対し生
産量の回復、生産者の維持に必要な生産資材の導入を支援した。

実施団体　　　　　１組合

菌床用培土　 　260,000個

103農林水産業費 --



単位：円

款06 項02 目02

事 業 名

農林水産業費 林業費 林業振興費

事

業

内

容

成

果

松くい虫対策事業費（繰越明許費）

予 算 額 決 算 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

0004,998,4744,998,4745,128,000

駆除処理材積　  229.12m3　平成23年度から遠野市内全域が松くい虫の被害地域に拡大された。
　市内での被害拡大、近隣の未被害地域である自治体への被害拡大を防ぐた
め、枯損木を発見した場合には早期駆除を行う。
　基本計画の策定・変更に不測の日数を要したため、平成26年度に繰り越し
た。

計

画

値

実

績

値

　県森林病害虫防除員との連携による防除体制を強化し、市内全域での被害
の早期発見・早期駆除の徹底を図ったほか、未被害地域への被害拡大防止に
努めた。

駆除処理材積　  224.62m3

104農林水産業費 --

229. 12 ㎥

224. 62 ㎥


